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当社第６４期（自平成２１年４月１日至平成２２年３月３１日）の中間決算が完了い

たしましたので、事業報告および決算公告をいたします。 

 

 

１．事業報告 

 

◆事業の経過および成果 

当中間会計期間におけるわが国経済は、１００年に１度と言われる経済危機「クラッシュ」の

下でスタートし、在庫調整の完了と一部景気の回復に伴い産業分野によっては需要の回復も見ら

れたものの全般的には厳しい経営環境が継続致しました。 

こうした環境の下、電子部品業界は、非常に厳しい状況が続き、売上高は前年同期比43.7％減の

２４億３５百万円と大きく下回りました。また、経常損失は４１百万円（前年同期は９６百万円

の経常利益）、当期純損失は４４百万円（前年同期は７８百万円の当期純利益)となりました。 
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２．決算公告 

 

第６４期中間決算公告 

  平成２１年１１月１０日  

 

                          東京都品川区西五反田八丁目１１番２１号 

                                 大陽工業株式会社 

                            代表取締役 酒井 陽太 

   

貸借対照表（平成２１年９月３０日現在）の要旨 

 

                                      （単位 百万円） 

 科    目 金  額 科    目 金  額  

流 動 資 産 

 

固 定 資 産 

１，９２８ 

 

５，６９３ 

流 動 負 債 

 

固 定 負 債 

２，５２９ 

 

３，１３９ 

負 債 合 計 ５，６６９ 

株 主 資 本 

  資本金 

  資本剰余金 

   資本準備金 

  利益剰余金 

   利益準備金   

   その他利益準備金 

 

（当期純損失） 

１，９５２ 

３００ 

０ 

０ 

１，６５２ 

５６ 

１，５９５ 

 

（４４） 

純 資 産 合 計 １，９５２ 

資 産 合 計 ７，６２２ 負債・純資産合計 ７，６２２ 

 

（注）貸借対照表に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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注記表事項  

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

１．資産の評価基準及び評価方法  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法  

     その他有価証券  

時価のないもの・・・・・移動平均法に基づく低価法  

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法    

製品・原材料・仕掛品・・移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については  

            収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）  

     貯蔵品・・・・・・・・・最終仕入原価法  

 

 ２．固定資産の減価償却の方法  

  （１）有形固定資産  

      定率法（但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に  

      ついては定額法）を採用しております。  

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  

       建物        １０年～６５年  

       構築物       １０年～４０年  

       機械装置       ３年～１５年  

       車両運搬具      ４年～ ６年  

       工具、器具備品    ２年～２０年  

 

  （２）無形固定資産  

      定額法  

      なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額  

法を採用しております。  

 

  （３）長期前払費用  

      定額法  

 

 ３．引当金の計上基準  

    貸倒引当金・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績  

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘  

案して、回収不能見込額を計上しております。  

 

 ４．リース取引の処理方法  

    「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月１７日 最終改  

正平成１９年３月３０日 企業会計基準第１３号）及び「リース取引に関する会計基準の  

適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月１８日 最終改正平成２０年３月３０日  

企業会計基準適用指針第１６号）を適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引につ  

いては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。  

また、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引  
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については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。  

 

５．消費税等の会計処理  

    消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。  

 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記  

 １．担保に供している資産及び担保債務  

    担保に供している資産  

     建物（工場財団含む）             ７３７，７２０千円  

構築物（工場財団）               ６８，３２９千円  

機械装置（工場財団）             ３５１，５１７千円  

    土地                     ９３４，６６４千円  

       計                  ２，０９２，２３１千円  

    上記に対する債務  

短期借入金                 １１０，０００千円  

長期借入金（１年以内返済予定を含む）  １，４１５，８１０千円  

社   債（１年以内償還予定を含む）    ４９５，７５０千円  

計                 ２，０２１，５６０千円  

 

２．有形固定資産の減価償却累計額         ５，３６２，０３９千円  

 

３．偶発債務  

受取手形の割引高                 ８１，７５９千円  

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記  

 １．関係会社との取引高  

    営業取引高 売上高               １６０，９２４千円  

          仕入高               １０５，３２１千円  

    営業取引以外の取引高                ３，５５８千円  

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に対する注記  

 １．発行済株式の総数に関する事項  

株式の種類 前事業年度末の株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末の株 

普 通 株 式 ２，２００千株 －千株 －千株 ２，２００千株 

     

 

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 

 １．１株当たり純資産額                  ８８７円７０銭 

 ２．１株当たり当期純損失                  ２０円２１銭 


